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ものであるから、より具体的に産業別の実証研究を積み重ねていく必要があるであろう4。 
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価をなしうるのかは示されていない。「産業調整政策」という用語は経済学・政策分析上の概























して 45 年 12 月に創設された貿易庁、48 年 8 月に創設された中小企業庁などがあった。もっ
とも、これらの省庁も当初は統制の代行機関という性格が強く、積極的な政策形成を行う権限
や機能は制約されていた。 
1949 年 5 月の行政機構改革で商工省と貿易庁が統合され、新たに通産省が創設された12。日
本はこの時点ではまだアメリカの占領下にあるが、復興にともない徐々に統制が解除され始め
ていた。このなかで通産省は諸産業の生産と貿易に関する業務を一元的に統括し、のちに産業
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政策といわれる政策体系を実施する政策主体となる。 

























      綿製品の「輸出振興」        合成繊維工業の育成             繊維不況対策 
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           図 4 特化係数：1950 年代 




















（出所）経済企画庁編『経済白書』1960 年版、356-460 頁より作成.  
原資料は国際連合『商品別貿易統計』. 
（注 1）1953 年と 58 年の数値の単純平均. 







































こうした状況のなかで、通産省は 1955 年 8 月の閣議決定に基づき、関係官庁・業界代表・
学識経験者・労働者代表からなる繊維産業総合対策審議会を設置し、天然繊維と合成繊維の業
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（出所）通商産業省・通商産業政策史編纂委員会『通商産業政策史 第 16 巻』通商産業調査会、1992
年、88, 90 頁より算出して作成. 
 
 

































































（出所）前掲『通商産業政策史 第 16 巻』、92, 94, 96 頁より算出して作成. 
 
綿工業では、1954 年のデフレ政策の結果、内需の縮小、在庫の激増、市況の悪化（綿糸布価
格の急落）、採算割れ、企業倒産など、深刻な不況が発生した。図 5 に見るように、58 年のな
べ底不況時の繊維工業の落ち込みはとくに激しい。また、61 年 9 月以降の金融引締め政策は、
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他の諸産業の過剰な設備投資を抑制するのが本来の目的であったが、この影響は繊維産業にい
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中小企業の慢性的不況の改善、すなわち過当競争により発生する国内取引または輸出貿
易の不安定を除去することを目的とした同法は、1952 年 8 月に施行された時点では時限















































うに、1957 年、62 年の不況期を中心にこうした措置が実施された。61 年末までの買上実







前述のように 1956 年 2 月に通産省が過剰設備処理のための立案作業を開始し51、当初
「繊維産業合理化促進法案（仮称）」とされた法案は、最終的には 56 年 5 月に繊維工業設
備臨時措置法として成立した（6 月公布、10 月施行）。同法の目的は「繊維製品の正常な
輸出の発展に寄与するため、繊維工業設備に関する規制を行うことによって、繊維工業の
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1956 年度から 59 年度までの過剰設備処理の規模は、当初見透しで綿紡機約 120 万錘58、
綿スフ織機約 10 万 4,000 台、絹人絹織機約 5 万 7,000 台であった。56 年時点で日本国内
の綿紡績・スフ紡績設備が約 1,200 万錘、綿スフ織機約 42 万 5,000 台（専業者約 35 万台、
兼営織布 7 万 5,000 台）、絹人絹織機約 28 万 6,000 台であったから、紡機は約 1 割、綿ス
フ織機では 4 分の 1 程度、絹人絹織機では約 2 割が処理の対象とされたことがわかる。過
剰設備処理見透しのうち、「封緘」「転換」「買上」の区分が判明する織機についてみると、
綿スフ織機が封緘 5 万 2,000 台、買上 5 万 2,000 台（うち織布専業者分は 4 万 4,000 台）、
絹人絹織機が封緘 2 万 4,000 台、買上 3 万 3,000 台で、いずれもこの時点での転換は皆無
であった59。 
この後、1958 年 8 月の閣議決定「繊維不況対策について」では、中小企業対策として
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上記の織機買上が大幅に拡充強化され、一両年中に 7 万台（綿スフ織機 4 万台、絹人絹織
機 3 万台）を買上処理するとされた。このための予算措置として、国庫補助は 1 台当り 2
万円とし、58 年度に予備費 5 億 8,000 万円を支出し、既計上予算 1 億 2,000 万円と合わ























（スクラップ＆ビルド）という点ではあまり進展がなかったが、65 年 3 月末までに 111
万 7,000 錘が廃棄されるなど過剰設備処理は比較的順調に進展した64。 
 




































産業では 64 年 10 月に化学繊維工業協調懇談会が設立された）68において引き続き設備（投
資）調整を継続することになった。この協調懇談会は、通産省が提出していた特定産業振
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基準とする総花主義・平等主義71を原則としたため、設備投資もしくは設備保有に対する
インセンティブが発生し、それが過剰設備につながったということである。通産省自身も
























































以上のような意味で、一見相互に関連がなく、短期的（臨時的）、あるいは ad hoc な対
処療法であるかに見えていた通産省の繊維産業に対する施策は、その基底では（少なくと
も事後的に見れば）体系的に連動しており、合成繊維育成政策とあいまって産業調整政策

























































































これらの政策は、個別的に見れば短期的な状況に規定された ad hoc な対応策であり、
産業調整を直接的な政策目的として掲げたわけではない。しかし、事後的・長期的な観点
からその政策体系を分析すると、天然繊維から合成繊維への転換を中心とする産業調整の
方向と合致するものであった。その意味で、1950 年代から 60 年代初頭にかけての通産省
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の繊維産業における需給調整政策は、産業調整政策としての性格を萌芽的にではあるが兼
ね備えていたということができる。 
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9 月末時点で 331 工場 54 万 3,000 錘（このうち約 7 割が稼動）とされ、綿糸の需給調整の撹乱要因と
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63 同上、146-149, 159, 161-166 頁。 
64 繊維新法については、前掲「繊維産業政策史 III」、1-2, 9 頁を参照。 
65 以下の記述は、とくに断りのないかぎり、前掲「杉村庄一郎氏（第 2 回）」、99-101 頁に基づく。 
66 1957 年時点で、綿紡績、絹糸・紬糸紡績、梳毛・紡毛紡績、麻紡績、スフ紡績で過剰設備が算出さ
れる一方、合繊紡績では 150 万錘弱の不足が見積もられたことから、綿紡績業界は過剰紡機の一部を化
合繊紡機に転用できるよう要望した（前掲『通商産業政策史 第 6 巻』、672 頁）。 
67 前掲「繊維産業政策史 II」、104-106, 125-126, 167, 208-209 頁、を参照。 
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71 「各企業が一応納得する」「公平」な割当という表現もされている（前掲『通商産業政策史 第 6 巻』、
158 頁。 








74 前掲「杉村庄一郎氏（第 1 回）」、92 頁。 
75 引用も含め、金井多喜男（通商産業省・繊維局綿業課長）「綿業政策これからのあり方進み方」日本
綿糸布輸出協会『輸出綿糸布月報』第 4 巻第 11 号、1954 年、による。 
76 前掲「座談会 企業庁七年の足跡を顧みて（上）」、22 頁。 
77 前掲「繊維産業政策史 II」、250 頁を参照。 
78 同上、142-146 頁。 










いては保障がないという問題がある。以上は、前掲『通商産業政策史 第 5 巻』、319 頁、による。 
82 同上、348-376 頁。 
83 肥料・石炭等他の構造不況業種でも繊維工業設備臨時措置法と同種の法が制定された。同上、
336-337 頁。中小企業部門の独禁法適用除外立法の概略については、前掲『通商産業政策史 第 1 巻』、
311-314 頁、を参照。 
84 両法案については、前掲『通商産業政策史 第 5 巻』、260-263, 369-376 頁、を参照。 
85 以上については、同上、319-320 頁、を参照。 
